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第４期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）連結株主資本等変動計算書 （単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 20,000 28,151 124,018 △608 171,561

当期変動額

剰余金の配当 △1,430 △1,430

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,783 3,783

自己株式の取得 △244 △244

自己株式の処分 △0 130 130

土地再評価差額金の取崩 35 35

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当期変動額合計 ― △0 2,388 △114 2,274

当期末残高 20,000 28,150 126,407 △722 173,835
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（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

退職給付に
係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当期首残高 △17,326 1,244 2,217 606 △13,257 158,303

当期変動額

剰余金の配当 △1,430

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,783

自己株式の取得 △244

自己株式の処分 130

土地再評価差額金の取崩 35

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △1,256 2,204 △35 1,270 2,183 2,183

当期変動額合計 △1,256 2,204 △35 1,270 2,183 4,457

当期末残高 △18,582 3,448 2,182 1,877 △11,073 162,761
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連結注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

子会社、子法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいておりま
す。

連結計算書類の作成方針
（1）連結の範囲に関する事項

① 連結される子会社及び子法人等 10社
会社名
株式会社青森みちのく銀行
あおもり創生パートナーズ株式会社
青銀甲田株式会社
あおぎんカードサービス株式会社
あおぎんリース株式会社
あおぎん信用保証株式会社
みちのくリース株式会社
みちのく信用保証株式会社
みちのくカード株式会社
みちのく債権回収株式会社

② 非連結の子会社及び子法人等 ２社
会社名
みちのく地域活性化投資事業有限責任組合
プロクレアＨＤ地域共創ファンド投資事業有限責任組合
非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う
額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う
額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関す
る合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外してお
ります。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等
該当事項はありません。

② 持分法適用の関連法人等
該当事項はありません。
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③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 ２社
会社名
みちのく地域活性化投資事業有限責任組合
プロクレアＨＤ地域共創ファンド投資事業有限責任組合
持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利
益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持
分法の対象から除いております。

④ 持分法非適用の関連法人等 １社
会社名
プロクレアまちづくりファンド有限責任事業組合
持分法非適用の関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に
見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の
対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除
いております。

会計方針に関する事項
（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
（2）有価証券の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額
法）、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場
価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。
② 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されて
いる有価証券の評価は、時価法により行っております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（4）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社の有形固定資産は、定額法により償却しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物： ３年〜50年
その他： １年〜32年
連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づ

き、主として定額法により償却しております。
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② 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、当社並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（１年〜７年）
に基づいて償却しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リ

ース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、
リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零
としております。

（5）貸倒引当金の計上基準
銀行業を営む連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のと

おり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号2022年４月14日）に規定する正
常先に対する債権については主として今後１年間の予想損失額を見込んで計上しております。
また、要管理先に対する債権については主として今後３年間の、その他の要注意先に対する
債権については主として今後１年間の予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額
は１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に
基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権に
ついては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は
経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下
「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額（以下「非保全額」という。）のうち、債務者の
支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。具体的には、
① 非保全額が一定以上の大口債務者については、債務者の状況を総合的に判断してキャッ
シュ・フローによる回収額を見積り、非保全額から当該キャッシュ・フローを控除した残
額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー控除法）により計上しております。

② 上記以外の債務者の債権については、過去の一定期間における貸倒実績率等から算出し
た予想損失率を非保全額に乗じた額を貸倒引当金として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が一次査定を行い、資産査

定部署が二次査定を行っております。また当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を
監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の

評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債
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権額から直接減額しておりましたが、合併前の株式会社青森銀行においては、2024年連結
会計年度から直接減額を行っておりません。また、合併前の株式会社みちのく銀行において
は、2011年連結会計年度から直接減額を行っておりません。当連結会計年度末における
2023年連結会計年度までの当該直接減額した額の残高は3,461百万円であります。
その他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒

実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

（6）賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額

のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。
（7）役員賞与引当金の計上基準

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額
のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

（8）役員退職慰労引当金の計上基準
連結される子会社の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、

役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認め
られる額を計上しております。

（9）株式給付引当金の計上基準
株式給付引当金は、株式交付規程等に基づく取締役等への当社株式の交付等に備えるため、

株式給付債務の見込額に基づき必要と認められる額を計上しております。
（10）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に
備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しており
ます。

（11）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の
差異の損益処理方法は次のとおりであります。
過去勤務費用 ：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（３〜５年）

による定額法により損益処理
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（５〜11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連
結会計年度から損益処理

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の
計算に、退職給付に係る当連結会計年度末の自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を
用いた簡便法を適用しております。
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（会計上の見積りの変更）
退職給付に係る会計処理において、数理計算上の差異の損益処理年数は、従来、従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年〜12年）で損益処理しておりましたが、平均残存
勤務期間がこれを下回ったため、当連結会計期間の期首より損益処理年数を５年〜11年に変
更しております。この結果、従来の損益処理年数によった場合に比べ、当連結会計期間の経
常利益及び税金等調整前当期純利益は、40百万円増加しております。

（12）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
当社の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為

替相場により換算しております。
（13）重要な収益及び費用の計上基準

① ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準
リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

② 顧客との取引に係る収益の計上基準
顧客との契約から生じる収益の計上時期は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点としております。また顧客との契約から生じる収益の計上額は、財又はサービ
スと交換に受け取ると見込まれる金額で算出しております。

（14）重要なヘッジ会計の方法
① 金利リスク・ヘッジ

銀行業を営む連結子会社における金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ
会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日。以下「業種
別委員会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有
効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預
金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピ
ングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについ
ては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をし
ております。

② 為替変動リスク・ヘッジ
銀行業を営む連結子会社における外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対

するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監
査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８日。
以下「業種別委員会実務指針第25号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する
目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象であ
る外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確
認することによりヘッジの有効性を評価しております。
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③ 株価変動リスク・ヘッジ
銀行業を営む連結子会社において、その他有価証券のうち、保有する株式から生じる株

価変動リスクに対するヘッジ会計の方法として、信用取引等をヘッジ手段とする繰延ヘッ
ジを適用しております。なお、ヘッジ有効性評価の方法については、原則としてヘッジ開
始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フ
ロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを定期的に
比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、ヘッジ対象とヘッジ手
段に関する重要な条件が同一であり、ヘッジに高い有効性があることが明らかなものにつ
いては、ヘッジ有効性の評価を省略しております。

（15）消費税等の会計処理
有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。

（16）関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続
投資信託の解約に伴う損益
投資信託の解約に伴う損益については、銘柄毎に、投資信託解約益については「資金運用

収益」の「有価証券利息配当金」に、一方、投資信託解約損については「その他業務費用」
に純額で計上しております。

重要な会計上の見積り
会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは以下の通り
となっております。

貸倒引当金
１．当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額

貸倒引当金 22,300百万円
２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
（1）算出方法
貸倒引当金の算出方法は「会計方針に関する事項」「（5）貸倒引当金の計上基準」に記載

しております。
（2）主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分判定における貸出先の将来の業績見通し（外部経済環境等の

影響を含む）」であります。「債務者区分判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債
務者の収益獲得能力や財務内容、経営改善計画等を個別に評価し設定しております。
（3）翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
債務者区分は現時点において見積りに影響を及ぼす入手可能な情報を考慮して決定してお

ります。当該仮定には不確実性があり、個別貸出先の業績の変化等により、翌連結会計年度
の損失額が増減する可能性があります。
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追加情報
１．業績連動型株式報酬制度
（1）取引の概要
当社は、当社の取締役及び当社の連結子会社である株式会社青森みちのく銀行の取締役等

に対し企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するとともに、株主との価値共
有を明確にすることを目的として、業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を
導入しております。
本制度は、当社及び株式会社青森みちのく銀行が拠出する金銭を原資として、当社株式が

信託を通じて取得され、取締役等に対して、業績目標および非財務目標の達成度等に応じて
当社株式等が信託を通じて交付等される制度であります。
（2）信託に残存する当社株式
信託に残存する当社株式は、株主資本において自己株式として計上しております。当該自

己株式の株式数及び帳簿価額は、当連結会計年度末において288千株、612百万円でありま
す。

２．連結子会社の合併契約の締結
当社の連結子会社であるあおぎんリース株式会社（以下、「あおぎんリース」という。）お

よびみちのくリース株式会社（以下、「みちのくリース」といい、あおぎんリースとみちの
くリースを総称して「両社」という）は、2025年12月26日付にて合併契約（以下「本合
併」という。）を締結しました。
（1）合併の概要
① 結合当事企業の名称及び事業の内容
（吸収合併存続会社）
名称：あおぎんリース
事業の内容：リース業

（吸収合併消滅会社）
名称：みちのくリース
事業の内容：リース業

② 企業結合日
2026年７月１日（水）（予定）

③ 企業結合の法的形式
あおぎんリースを吸収合併存続会社、みちのくリースを吸収合併消滅会社とする吸収
合併方式

④ 結合後企業の名称
青森みちのくリース株式会社
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⑤ 本合併の目的
当社は第２次中期経営計画の重点施策として、地域、お客さまのご要望に幅広く対応

すべく、グループ総合力の強化に取り組んでおります。
これまでリース事業においては、両社にて事業を展開しておりましたが、両社のノウ

ハウや情報・ネットワークの融合を通じた提案力の強化および経営の効率化による収益
機会の拡大に取り組むべく、両社を合併することといたしました。

（2）実施予定の会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結
合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号
2024年９月13日）に基づき、共通支配下の取引等として処理する予定です。
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注記事項
（連結貸借対照表関係）
１．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式及び出資金を除く）
409百万円

２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」
中の国債に11,428百万円含まれております。

３．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであ
ります。なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息
の支払いの全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の
私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資
産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記され
ている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約による
ものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 20,195百万円
危険債権額 38,552百万円
三月以上延滞債権額 244百万円
貸出条件緩和債権額 7,880百万円
合計額 66,871百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始

の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権
であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪

化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産
更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延してい

る貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものでありま
す。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ
た貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当
しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

４．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利
を有しておりますが、その額面金額は1,101百万円であります。

５．ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」
（移管指針第１号 2024年７月１日）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理
した参加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額は、948百万円であります。
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６．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 400,647百万円
貸出金 18,286百万円

担保資産に対応する債務
預金 5,226百万円
債券貸借取引受入担保金 106,735百万円
借用金 192,400百万円

上記のほか、為替決済及び信用取引等の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有
価証券25,372百万円及びその他資産991百万円を差し入れております。
また、その他資産には、保証金168百万円が含まれております。

７．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は604,130
百万円であります。このうち、原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取
消可能なもの）が、590,166百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当社及び連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与え
るものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他
相当の事由があるときは、連結される子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極
度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要
に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内
（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措
置等を講じております。

８．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、株式会社青
森みちのく銀行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る
税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額
を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 2001年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎
となる土地の価格を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価格に
基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小補正等により合理的な調整を行って
算出。
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同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計
額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 5,264百万円

９．有形固定資産の減価償却累計額 44,373百万円
10．有形固定資産の圧縮記帳額 3,590百万円
11．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社
債に対する保証債務の額は36,131百万円であります。

（連結損益計算書関係）
１．その他経常収益には、株式等売却益5,528百万円を含んでおります。
２．その他経常費用には、株式等売却損261百万円を含んでおります。
３．銀行業を営む連結子会社は、減損損失の算定にあたり、営業用店舗については営業店単位
（連携して営業を行っている営業店グループは当該グループ単位）を基礎とする管理会計上
の区分で、その他遊休施設等については、各々独立した単位でグルーピングを行っておりま
す。また、本部、事務センター、青森県内の社宅・寮、厚生施設等については、独立したキ
ャッシュ・フローを生み出さないことから、共用資産としております。
当社並びにその他の連結される子会社及び子法人等については、各社毎にグルーピングし

ております。
その結果、営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落によ

り、投資額の回収が見込めなくなった資産について、以下のとおり減損損失を計上しており
ます。
地域 主な用途 種類 減損損失

青森県内
営業店舗等 土地建物 26か所 328百万円
共用資産 建物 １か所 2百万円
遊休資産 土地建物 14か所 96百万円

青森県外 営業店舗等 土地建物 ７か所 53百万円
遊休資産 土地建物 ２か所 2百万円

合計 482百万円
（うち建物 220百万円）
（うち土地 262百万円）

なお、資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、「不動産鑑定
評価基準」（国土交通省2002年７月３日改正）に準拠して評価した額から処分費用見込額を
控除して算定しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年
度期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末株式数 摘要

発行済株式
普通株式 28,658 ― ― 28,658
合 計 28,658 ― ― 28,658

自己株式
普通株式 256 144 56 343 注１、

２、３
合 計 256 144 56 343

注 1. 普通株式の自己株式の増加144千株のうち、139千株は業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有
する当社株式の取得による増加、４千株は単元未満株式の買取による増加であります。

2. 普通株式の自己株式の減少56千株のうち、40千株は業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する
当社株式の交付による減少、15千株は業績連動型株式報酬制度に係る信託による当社株式の売却によ
る減少、０千株は単元未満株式の買増請求による減少であります。

3. 当連結会計年度末の普通株式の自己株式数には、株式給付信託が保有する株式が288千株含まれて
おります。
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２．配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額
（決議） 株式の種類 配当金の総額

（百万円）
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月25日
定時株主総会 普通株式 715 25.00 2025年３月31日 2025年６月26日 利益剰余金

2025年11月14日
取締役会 普通株式 715 25.00 2025年９月30日 2025年12月10日 利益剰余金

（注）1. 2025年６月25日定時株主総会決議に基づく「配当金の総額」には、業績連動型株式報酬制度に係る
信託が保有する株式に対する配当金５百万円が含まれております。

2. 2025年11月14日取締役会決議に基づく「配当金の総額」には、業績連動型株式報酬制度に係る信託
が保有する株式に対する配当金７百万円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末
日後となるもの
2026年６月25日開催の定時株主総会の議案として、配当に関する事項を次のとおり提

案しております。
配当金の総額 715百万円
１株当たり配当額 25.00円
基準日 2026年３月31日
効力発生日 2026年６月26日
なお、配当原資は、利益剰余金とする予定としております。
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（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、銀行業務を中心に、リース業務、クレジットカード業務などの金融サ
ービスを提供しております。
当社グループの中核業務である銀行業を営む連結子会社では、個人・法人向けの貸出債

権、投資有価証券などの金融資産を保有する一方、預金やコールマネー等資金調達のた
め、金融負債を有しております。
このように主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、銀行業を

営む連結子会社では、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行い、その一環としてデリ
バティブ取引を行っております。
また、為替変動リスクを有する外貨建債券などの外貨建資産や、外貨預金などの外貨建

負債の為替変動リスク回避のためのデリバティブ取引を行っております。
（2）金融商品の内容及びそのリスク

当社グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金で
あり、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクや、金利の変動リスクに晒され
ております。当期の連結決算日現在における貸出金のうち、大半は青森県内向けのもので
あり、青森県の経済環境等の状況変化により、契約条件に従った債務履行がなされない可
能性があります。
また、投資有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、売買目的、満期保有目的、

その他有価証券で保有しております。これらは、発行体の信用リスク及び金利の変動リス
ク、市場価格の変動リスクに晒されております。また、外貨建金融商品は、為替の変動リ
スクにも晒されております。
預金や短期金融市場からの資金調達等の負債は、資産との金利又は期間のミスマッチに

よる金利の変動リスクを有しております。また、予期せぬ資金の流出等により資金繰りが
つかなくなる場合や、通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることによ
り損失を被る資金繰りリスクを有しているほか、短期金融市場からの資金調達等について
は、市場全体の信用収縮等の混乱により、必要な資金が調達できなくなったり、当社グル
ープの信用力によっては通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることによ
り損失を被る市場流動性リスクを有しております。
銀行業を営む連結子会社が行っているデリバティブ取引には、銀行業を営む連結子会社

が保有する資産に関わるリスクのヘッジ目的の金利スワップ取引、外国為替予約取引や、
顧客のニーズに応えるため取引先と行う外国為替予約取引、収益確保や短期的な売買差益
を獲得する目的の債券先物取引があります。
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銀行業を営む連結子会社では、デリバティブ取引について、ヘッジ会計を適用しており
ます。金利スワップ取引をヘッジ手段とし、有価証券をヘッジ対象とする金利変動リスク
に対するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一とな
るようなヘッジ指定を行っているため、高い有効性があるとみなしており、これをもって
有効性の判定に代えております。
また、為替変動リスクに対するヘッジについては、為替予約取引をヘッジ手段とし、ヘ

ッジ対象である外貨建金銭債権等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在する
ことを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
銀行業を営む連結子会社が利用しているデリバティブ取引は、市場リスク及び信用リス

クを内包しております。市場リスクとは金利、有価証券などの価格、為替等、市場のリス
クファクターの変動により保有するポジションの価値が変動し損失を被るリスクであり、
信用リスクとは相手方の債務不履行等により保有しているポジションの価値が減少・消失
し、損失を被るリスクであります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

銀行業を営む連結子会社は、クレジットポリシー及び信用リスク管理規程等に従い、
貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保
証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しておりま
す。これらの与信管理は、各営業店のほか審査部により行われ、また必要に応じて経営
会議や取締役会を開催し、審議・報告を行っております。さらに自己査定の状況につい
ては、監査部が監査をしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスク

に関しては、格付や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
② 市場リスクの管理

銀行業を営む連結子会社は、金利リスク、価格変動リスク等の市場リスクについて、
リスク量を適切に把握し、経営体力の範囲内にコントロールするとともに、リスクの配
分によって適切な収益の確保を目指すため、ＡＬＭ運営の一環として管理しておりま
す。市場リスク管理規程等において、リスク管理方法や手続き等の詳細を明記してお
り、リスク統括部において金融資産及び負債の金利の期間を総合的に把握し、ギャップ
分析や金利感応度分析、ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）等の手法を用いてモニタ
リングを行っております。また月次でＡＬＭ・収益管理委員会において、実施状況の把
握・確認、今後の対応等の協議を行い、その結果を経営会議に報告し、必要に応じて取
締役会に報告しております。
銀行業を営む連結子会社では、為替の変動リスクに関して、持高の実質ネットポジシ

ョン管理をしております。
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有価証券投資に係る価格変動リスクについては、市場リスク管理規程に基づき、一定
の保有期間と信頼区間に基づくＶａＲを計測し、そのリスク量が自己資本の一定額に収
まっているかを把握し管理しております。これらの情報はリスク統括部を通じて、経営
者に対し報告しております。
「有価証券」「貸出金」「預金」に係るＶａＲの算定に当たっては、分散共分散法（保
有期間３ヶ月、信頼区間99％、観測期間１年）を採用しており、2026年３月31日
（当連結会計年度の決算日）現在における銀行業を営む連結子会社の市場リスク量（損
失額の推計値）は、全体で14,896百万円であります。
なお、銀行業を営む連結子会社では保有期間１日ＶａＲについて、モデルが算出する

ＶａＲと現在価値の変動とを比較するバックテスティングを実施しております。当連結
会計年度に関してバックテスティングを250回実施した結果、超過回数は８回となって
おります。
ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市

場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下にお
けるリスクは捕捉できない場合があります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
銀行業を営む連結子会社では、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調

達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条
件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり

であります。なお、重要性が乏しいと判断されるもの、市場価格のない株式等及び組合出資
金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。また、現金預け金及び債券貸借取引受入
担保金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しておりま
す。

（単位：百万円）
連結貸借対
照表計上額 時 価 差 額

（1）有価証券（＊1）
満期保有目的の債券 245,771 234,095 △11,676
その他有価証券 786,572 786,572 ―

（2）貸出金 3,495,123
貸倒引当金（＊1） △20,800

3,474,322 3,403,212 △71,109
資産計 4,506,666 4,423,880 △82,785
（1）預金 5,051,663 5,051,146 △517
（2）譲渡性預金 254,895 254,895 ―
（3）借用金 196,959 196,959 ―
（4）借入有価証券 628 628 ―
負債計 5,504,147 5,503,630 △517
デリバティブ取引（＊2）
ヘッジ会計が適用されていないもの 3 3 ―
ヘッジ会計が適用されているもの 5,271 5,271 ―

デリバティブ取引計 5,274 5,274 ―
（＊1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、有価証券に対する投

資損失引当金については、重要性が乏しいため、連結貸借対照表計上額から直接減額しております。
（＊2）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項
目については、（ ）で表示しております。
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（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金
融商品の時価情報の「その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区分 連結貸借対照表計上額

① 非上場株式（＊1）（＊2） 3,946
② 非上場外国株式（＊1） 0
③ 組合出資金（＊3） 2,649
④ その他 137

合計 6,733
（＊1）市場価格のない株式等については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
（＊2）当連結会計年度において、非上場株式について４百万円減損処理を行っております。
（＊3）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号

2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しています。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格
により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券（その他有価証券）（注1）
うち国債 282,743 ― ― 282,743

地方債 ― 240,790 ― 240,790
社債 ― 109,627 ― 109,627
株式 13,412 ― ― 13,412
外国証券 ― 24,586 ― 24,586
投資信託 17,942 95,495 ― 113,437

デリバティブ取引
金利関連 ― 5,271 ― 5,271
通貨関連 ― 6 ― 6

資産計 314,099 475,776 ― 789,875
デリバティブ取引
金利関連 ― ― ― ―
通貨関連 ― 3 ― 3

負債計 ― 3 ― 3
（注1）有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６

月17日）第24-9項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託は含まれておりません。第24-9
項の取扱いを適用した投資信託の連結貸借対照表計上額は1,974百万円であります。
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（注2）第24-9項の取扱いを適用した投資信託の期首残高から期末残高への調整表
（単位：百万円）

期首残高

当期の損益又は
その他の包括利益

購入、売却
及び償還
の純額

投資信託
の基準価
額を時価
とみなす
こととし
た額

投資信託
の基準価
額を時価
とみなさ
ないこと
とした額

期末残高

当期の損
益に計上
した額の
うち連結
貸借対照
表日にお
いて保有
する投資
信託の評
価損益

損益に
計上

（＊１）

その他の
包括利益
に計上
（＊２）

1,927 ― 46 ― ― ― 1,974 ―
（＊1）連結損益計算書の「その他業務収益」及び「その他業務費用」に含まれております。
（＊2）連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その他有価証券評価差額金」に含まれております。

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券（満期保有目的の債券）
うち国債 23,286 ― ― 23,286

地方債 ― 137,590 ― 137,590
社債 ― 2,989 35,702 38,692
その他 ― ― 34,526 34,526

貸出金 ― ― 3,403,212 3,403,212
資産計 23,286 140,579 3,473,441 3,637,308
預金 ― 5,051,146 ― 5,051,146
譲渡性預金 ― 254,895 ― 254,895
借用金 ― 196,959 ― 196,959
借入有価証券 628 ― ― 628
負債計 628 5,503,001 ― 5,503,630
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（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
資 産
有価証券
有価証券のうち、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものについてはレベ

ル１の時価に分類しており、主に上場株式や国債がこれに含まれます。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合、また相場価格に準ずる

ものとして観察可能なインプットを用いて合理的に算定された価格（情報ベンダー等から入
手した価格）等についてはレベル２の時価に分類しており、主に地方債、社債がこれに含ま
れます。
また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して

市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価
とし、レベル２の時価に分類しております。
証券化商品については、相場価格に準ずるものとして合理的に算定された価格等によって

おり、その価格の算定にあたり重要な観察できないインプットを用いていることからレベル
３の時価に分類しております。
自行保証付私募債は、保証形式及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額

を市場金利に信用リスク等を反映した利率で割り引いて時価を算定しております。なお、破
綻懸念先の自行保証付私募債については、帳簿価額から個別貸倒引当金相当額を控除した後
の価格を時価としております。これらについては、重要な観察できないインプットを用いて
いることからレベル３の時価に分類しております。

貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用

状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、保全
率、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利に信用リスク等を反映した利率で
割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価
は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証によ

る回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結
貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価
額を時価としております。
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けて

いないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似してい
るものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。
これらについては、重要な観察できないインプットを用いていることからレベル３の時価

に分類しております。
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負 債
預金及び譲渡性預金
要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみな

しております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・
フローを市場金利で割り引いて現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間（１
年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお
ります。これらについては、観察可能なインプットを使用していることからレベル２の時価
に分類しております。

借用金
残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。残存期間が１年超のものは、一定の期間ごとに区分した当
該借用金の元利金の合計額を市場金利に信用リスク等を反映した利率で割り引いて現在価値
を算定しております。観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の時
価、そうでない場合はレベル２の時価に分類しております。

その他負債
借入有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベ

ル１の時価に分類しております。
借入有価証券については、株式は取引所の価格によっております。借入有価証券は全額ヘ

ッジ会計を適用しており、ヘッジ会計が適用されている取引について、ヘッジ会計の方法ご
との連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額及び時価は、次のと
おりであります。

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等 主なヘッジ対象 契約額等

（百万円）
契約額等のうち
１年超のもの
（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法 株式信用取引 その他有価証券
（上場株式） 378 ― 628

（※1）契約額等は、企業結合時点の時価を記載しております。
（※2）契約額等から時価を減算した金額である差額は△250百万円であります。

デリバティブ取引
デリバティブ取引は、金利関連取引、通貨関連取引等であり、取引所の価格、割引現在価

値やオプション価格計算モデル等により算出した価額によっております。
割引現在価値の算定に使用されるインプットは市場金利や為替レート等であり、観察可能

なインプットを使用していることからレベル２の時価に分類しております。
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（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報
該当事項はありません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

有価証券（＊1） 359,245 176,800 205,628 127,891 72,463 60,620
満期保有目的の
債券 47,522 68,886 58,002 27,523 42,520 2,158
その他有価証券
のうち満期があ
るもの

311,723 107,913 147,625 100,368 29,943 58,461

貸出金（＊2） 555,833 548,311 555,891 355,233 427,744 929,939
合計 915,079 725,111 761,519 483,125 500,207 990,559

（＊1）有価証券は、元本についての償還予定額を記載しているため、連結貸借対照表計上額とは一致しており
ません。

（＊2）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない58,507百
万円、期間の定めのないもの63,662百万円は含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

預金（＊） 4,928,854 102,501 17,601 455 2,251 −
譲渡性預金 254,895 − − − − −
借用金 68,783 127,419 592 32 49 82

合計 5,252,532 229,920 18,194 488 2,300 82
（＊）預金のうち、要求払預金等については、「１年以内」に含めて開示しております。
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（有価証券関係）
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。

１．売買目的有価証券（2026年３月31日現在）
該当ありません。

２．満期保有目的の債券（2026年３月31日現在）

種類 連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えるもの

社債 6,548 6,610 62
その他 223 223 0

小計 6,771 6,834 62

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えないもの

国債 25,428 23,286 △2,141
地方債 145,472 137,590 △7,882
社債 32,583 32,081 △501
その他 35,545 34,303 △1,242

小計 239,030 227,261 △11,768
合計 245,801 234,095 △11,706
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３．その他有価証券（2026年３月31日現在）

種類 連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

株式 11,629 6,925 4,704
債券 90,342 90,332 10
国債 89,200 89,194 5
地方債 1,142 1,138 4

その他 20,537 19,633 903
外国証券 806 799 6
その他 19,731 18,834 896
小計 122,509 116,891 5,618

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないも
の

株式 1,782 1,904 △121
債券 542,818 568,371 △25,552
国債 193,543 200,077 △6,533
地方債 239,647 255,936 △16,288
社債 109,627 112,357 △2,730

その他 119,461 126,852 △7,391
外国証券 23,780 24,000 △219
その他 95,681 102,852 △7,171
小計 664,063 697,128 △33,065

合計 786,572 814,019 △27,447

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2025年４月１日 至 2026年
３月31日）
該当事項はありません。
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５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2025年４月１日 至 2026年３月
31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 8,422 3,986 261
債券 35,625 − 10,267
国債 17,789 − 4,483
社債 17,836 − 5,783

その他 39,180 2,897 1,002
その他 39,180 2,897 1,002

合計 83,228 6,883 11,530

（金銭の信託関係）
１．運用目的の金銭の信託（2026年３月31日現在）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

当連結会計年度の損益に含
まれた評価差額（百万円）

運用目的の金銭の信託 2,000 ―

２．満期保有目的の金銭の信託
該当事項はありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
該当事項はありません。
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（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
区分 当連結会計年度

役務取引等収益 10,076
預金・貸出業務 6,301
為替業務 1,439
証券関連業務 120
代理業務 2,143
保護預り・貸金庫業務 72

その他経常収益 442
顧客との契約から生じる経常収益 10,518
上記以外の経常収益 84,760
経常収益 95,278
（注）役務取引等収益は主に銀行業から、その他経常収益はその他業務から発生しております。

なお、上表の「上記以外の経常収益」、「経常収益」には企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基
準」に基づく収益も含んでおります。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 5,748円20銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 133円47銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている株式報酬制度に係る信託が保有する当社
株式は、１株当たりの純資産額、１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額の算定
上、期末株式数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
控除した当該自己株式の期末株式数は288千株であり、また期中平均株式数は259千株で

あります。

（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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第４期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）株主資本等変動計算書 （単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 20,000 5,000 90,532 95,532

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分 △0 △0

自己株式の消却

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 20,000 5,000 90,532 95,532

（単位：百万円）
株 主 資 本

純資産合計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計その他利益剰余金 利益剰余金
合 計繰越利益剰余金

当期首残高 2,608 2,608 △859 117,281 117,281

当期変動額

剰余金の配当 △1,430 △1,430 △1,430 △1,430

当期純利益 1,748 1,748 1,748 1,748

自己株式の取得 △244 △244 △244

自己株式の処分 219 218 218

自己株式の消却

当期変動額合計 317 317 △25 291 291

当期末残高 2,926 2,926 △885 117,573 117,573
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個別注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、移動平均法による原価法により行っております。
２．固定資産の減価償却の方法

無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。

３．引当金の計上基準
（1）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込
額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（2）役員賞与引当金
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込

額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
（3）株式給付引当金

株式給付引当金は、株式交付規程に基づく取締役等への当社株式の交付等に備えるた
め、株式給付債務の見込額に基づき必要と認められる額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準
関係会社受入手数料
当社子会社への経営管理に係る手数料であり、経営管理契約に基づいて、必要な指導・

助言等を行う履行義務を負っております。当該履行義務は一定の期間にわたり履行義務を
充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

追加情報
業績連動型株式報酬制度
（1）取引の概要

当社は、当社の取締役及び当社の連結子会社である株式会社青森みちのく銀行の取締役
等に対し企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するとともに、株主との価
値共有を明確にすることを目的として、業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」とい
う。）を導入しております。
本制度は、当社及び株式会社青森みちのく銀行が拠出する金銭を原資として、当社株式

が信託を通じて取得され、取締役等に対して、業績目標および非財務目標の達成度等に応
じて当社株式等が信託を通じて交付等される制度であります。
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（2）信託に残存する当社株式
信託に残存する当社株式は、株主資本において自己株式として計上しております。当該

自己株式の株式数及び帳簿価額は、当事業年度末において288千株、775百万円でありま
す。

注記事項
（貸借対照表関係）
１. 関係会社に対する金銭債権総額 3,125百万円
２. 関係会社に対する金銭債務総額 1,693百万円

（損益計算書関係）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
営業収益 2,501百万円
営業費用 387百万円

営業取引以外の取引による取引高
営業外費用 3百万円

（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数 摘要

自己株式
普通株式 256 144 56 343 注１、２、３
合 計 256 144 56 343

（注）１．普通株式の自己株式の増加144千株のうち、139千株は業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有
する当社株式の取得による増加、4千株は単元未満株式の買取による増加であります。

２．普通株式の自己株式の減少56千株のうち、40千株は業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する
当社株式の交付による減少、15千株は業績連動型株式報酬制度に係る信託による当社株式の売却によ
る減少、0千株は単元未満株式の買増請求による減少であります。

３．当事業年度末の普通株式の自己株式数には、株式給付信託が保有する株式が288千株含まれており
ます。
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（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりでありま

す。
繰延税金資産
賞与引当金 5百万円
税務上の繰越欠損金 156百万円
その他 7百万円

繰延税金資産小計 169百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注１） △156百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △7百万円

評価性引当額小計 △164百万円
繰延税金資産合計 5百万円
繰延税金負債
繰延税金負債合計 ―百万円
繰延税金資産の純額 5百万円

（注１） 税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額
当事業年度（2026年３月31日）

（単位：百万円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越
欠損金(※)

― ― ― ― ― 156 156

評価性引当額 ― ― ― ― ― △156 △156

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ―
（※） 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(注２）当社は、グループ通算制度を適用しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並
びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会
計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従ってお
ります。
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（関連当事者との取引）
子会社および関連会社等

種類 会社等の
名称 住所

資本金又は
出資金

（百万円）
事業の
内容

議決権の
所有割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社
株式会社
青森みち
のく銀行

青森県
青森市 19,562 銀行業 所有直接

100
経営管理
等・役員
の兼任

預金の預入 3,532 現金及び預金 2,982

配当金の受取 2,300 ― ―

出向者人件費
の支払 285 未払費用 2

（注）１．預金の預入の取引金額については、期中平均残高を記載しております。
２．出向者人件費は、出向元の給与水準に基づいた実費相当額としております。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 4,152円30銭
１株当たりの当期純利益金額 61円67銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている株式報酬制度に係る信託が保有する当社
株式は、１株当たりの純資産額、１株当たりの当期純利益金額の算定上、期末株式数及び期
中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
控除した当該自己株式の期末株式数は288千株、期中平均株式数は259千株であります。

（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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